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I 本書の目的・意義

中国経済は11億の人口という巨大なスケールのゆえ

に，さらに劇的な変化を繰り返す特異な経済発展プロセ

スのゆえに，経済開発論の興味ある対象であり続けてい

る。特に1980年代においては，“改革と開放”政策を挺

子としたラジカルな変化によって，中国は市場的社会主

義の寵児のように見なされた。だが1989年6月4日，衝

撃的な「天安門」事件が起こり，その後改革路線が後退

していくと，今や中国の“アジア的”後進性が強調され

るようになったO

「天安門」事件はある意味で1980年代のラジカルな市

場改革と消費主導型の経済発展のもたらした結末であっ

たが，中国という国はあまりにも巨大であり複雑である

がゆえにその渦中にあると全体像を見失い，常に結末を

見て初めて実情を知るようになる。

変化に流されぬ根底から見据えた地域研究は文化革命

後の中国研究に対して要請されてきた課題であった。

19.卸年代において非中国専門の経済学者が開発理論の立

場から，ソ連東欧経済論の立場から，日本経済論（また

は日本経済史〉の立場からそれぞれ中国研究に参入する

ようになったが，こうした中国研究の“開放化”は研究

の理論的向上と活性化に役立つたといえる。

こうした非中関専門の経済学者の 1人であった著者の

I菊花進氏の中国との関わりは1984年，天津南関大学の招

勝教授となったことから始まった。帰国後に出版された

『どこに行く中国経済』日本評論社 1985年は在来の中

国研究にない新鮮さを感じさせる好著であった。その理

由はわれわれに馴染みゃすい日本の明治以来の経済発展

過程との直接比較の手段によって，中国経済の相対的位

置と潤題点の所在を明らかにしており，その明快さのゆ

えに説得性を持つものであ引た。間番の出版から 5年後

lこ出された本書『中国の経済発燦』は，事著者がもはや中

闘研究の“素人”のレベルから卒業し，中国経済の本格

rアジア経済」 XXXII-2(1990. 2) 

的分析を意図したものである。分析の手法はやはり日本

経済との対比であるが，前書に比べはるかに問題領域の

拡がりと分析内容の深化が見られる。特に“素人”から

の卒業を感じさせるのは，中国の統計を十分活用した計

量分析を行なっていることであり，その背景には中国の

統計を国際比較するさいにぶつかるところの中国的概

念，定義の異質性，非汎用性，非連続性を十分消化し，

使いこなしていることが窺えるからである。

II 内容紹介

本書の構成はテーマ別に8つの章と終章からなり，各

章ともまず中国の状況の紹介と問題点の指摘がなされ，

引続き日本の経験が紹介され，それをとりまとめて中国

への提言を行なうというスタイルがとられている。

第1章「経済発展の概観と成果」は中国の解放以来今

日までの経済発展過程，およびその特異性を浮き彫りに

するために，まず日本について明治以来今日までの経済

発展過程をレビューしている。

緩済発展の到達点として中国の経済成長率と産業構造

の国際比較が行なわれているが，そのなかで重要な指摘

は，「現存する中国と他の国との経済格差は，中国の解

放以前にすでに存在したというよりも，むしろその後に

発生したというべきである」 (18ページ）という点であ

り，それを生み出した解放後の経済システムと政策の不

合理さを解明することに，第2章からの問題意識がおか

れている。

第2章「経済システムと政府」は中国の社会主義経済

メカニズムについて分析しており，資源配分における計

画と市場の役割，政府と民間の役割分担についてその歴

史的経緯と現状を紹介している。そのなかで戦後の日本

経済の復興と成長をもたらしたものは，政府の「行政指

導」の役割よりむしろ民間活力こそ基本であったという

著者の信念にもとづき，中国においては非効率な計画経

済システムに代え民間のカを活用するため，非近代的な

産業組織（企業問リンケージの弱さ）と企業組織（国営

企業は行政の付属物）の改革を主張している。

第3章「経済成長の基盤」は中国経済のボトルネック

であるマンパワー，エネルギー，インフラ整備の立ち遅

れをとりあげ，日本がこれをいかに克服したかを説明し

ている。そのなかで中国経済は当面，経済成長の極大化

を追求するのではなく，逆に成長を減速しでもインフラ

盤備を先行させるべきと主張されている。評者の見解で

は，中国側とでこの重要性を認識していなかったわけで
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はないと思うが，結局のところ常に成長優先で基盤整備

が立ち遅れてしまうのは何故か，この点の解明が必要で

あろう c

第4章「工業化を支えた農業」はこの40年間の中国経

済にとっての最大の制約婆悶であった農業の解放後から

の発展過程と問題点を分析しているc 日本の経験にもと

づくアドパイスとして，余剰労働力を増大させる農業機

械化の先行より，戦前のH本のように品種改良と肥料地

投による土地生産性の引さ上げに重点をおくべきこと，

農民が非農業に走らないようにするうえで，戦後の日本

の農産物価格支持政策の役割jを強調している。確かに人

民公社解体と生産請負制導入後の中国農業は，だんだん

戦後の口本農業が歩んだ道と同様な状況に直面してきて

いるように見えるが，評者をはじめ多くの中国研究者の

見解としては農村余剰労働力を吸収し，農業近代化の資

金蓄積の役割を果たしている「郷鎮企業」の発展に見ら

れるように，中国農業はやはり日本やソ連のように保護

産業化していくコースとは日ljな強展パターンを辿らざる

を得ないであろう。

第5章「工業化と技術本新」は， l；業分野について論

じている。第l次5カ年，汁幽期以来，中国は上からの重

化学工業化の強行により，重工業化率，成長率の面では

発展途上隠の中では抜きんでた実績を示してきた。しか

し反面，救いがたい生産性の低さや技術進歩の立ち遅れ

が見られることを，独自に技術進歩率の計算によって実

証しているc その背景として7 ンパワーの不足，技術を

吸収する社会的能力の低さ，工学的技術水準の低さとい

った低開発性に起因する要凶，さらに産業組織，生産組

織，生産管理などの制度上の欠陥告ととりあげている。 J!.i:

＊分野とは違い，製造業はH本の経験が最も説得力をも

っ分野であり，標準化の普及，減価償却率引き上げ，ソ

フト中心の技術導入と消化・吸収能力の向上， R&Dの

強調などもっともなアドバイスがなされている。しかし

数えて評者として注文をつければ，中国の工業化のプロ

セスは国防建設との一体化を追求せざるを得ず，さらに

西{RIJからの経済封鎖という厳しい環境のなかに置かれて

きたのであり，ここから異なった生産、ンステムをとらさf

るを得なかったということにも現解が必要であろう。

第6宣言「国際化のなかの中間経済」は対外経済関係が

テーマである。自力日！1Eの悶といづても，中国の輸入依

存度はかなりの規模に迷している状況が説明されてお

り，常に国際収支の不安定を抱えていることから，輸出

製品構造をL、かに高度化していくか，輸出促進の方策，

為替レートの設定のあり方などについて，戦前からの fl
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本の経験をアドバイスしている。さらに1980年代におい

て中国が対外開放政策のもとで採用してきた外資導入，

貿易体制の分権化，為替レート切り下げ，輸出入許可制

度等一連の貿易政策，合弁企業設立等の政策を肯定しつ

つも， 13本の経験を踏まえ中国側lの投資環境の改善等，

現状の一層の改革，改善を訴えている。

第7章「強蓄積とインフレ」は資本形成（投資〉の問

題を扱っている。これは著者にとって得意な領域なの

か，説得的な論理展開がなされている。つまり中国は従

来から低所得固としては異常に高い投資率を維持してき

ており，しかもその投資の配分の方向は常に重工業中

心，新規設備投資中心に偏在してきたこと， 1980年代に

おける資本形成の特徴は投資の対象が消費財産業や住宅

にシフトしただけでなく，企業部門が資本蓄積の重要な

役割を担うようになったこと，その点では西側世界に近

くなったわけであるが，これによって政府のマクロ的資

金管理が難しくなり，投資過熱とマネーサプライ梢i大を

まねき，激しいインフレを引き起こしてしまったことで

ある。こうしたプロセスの経済学的解明が明快である。

確かに著者の主張するように，戦後，何度も激しいイ

ンゾレを経験しながらそれを克服してきた日本の経験は

貨重であるにしても，金融によるマクロ経済管理こそ資

本主義の最もソフィスティケイトされた分野であり，中

国にとっても最も吸収の難しい領域であろうという評者

の疑問は残る。

第8章「人口問題・労働問題・国民生活」は，まず人

I』問題に関して，消費の主体としてより生産力としての

人Ilの役割を強調する毛沢東時代の人口政策の失敗，さ

らにそのつけとして現在の一人っ子政策について述べら

れており，この政策を人口抑制の点で評価しつつも，い

ろいろ無理があるがゆえに， 2000年までに総人口を12億

に抑え込む目標の達成は困難と主張されている。労働問

題については，国営企業の過剰雇用状態を改めるため，

農村の膨大な余剰労働力の吸収のためにも労働市場の形

成の必要を強調している。

国民生活については，経済成長過程の初期においては

地域間，階層聞における一定の所得格差は不可避である

にもかかわらず，中国が過去において平等化を追求して

きたことに無理があったこと，これに対し近年，家計所

得の分配においてアジアのそれを上回る絡差が見られる

ようになっていることが指摘されている。中国はもはや

“大釜の飯を食う”状況（悪平等主義〕に後戻りするこ

とはできない地点にいるとしたら，所得格差拡大のもた

らす社会的リスクを最小のものに止めるためには，著者
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ある。また内部においては膨大な人口から生み出される

大きな圧力を抱えこんでいる。このような同であるから

こそ過去一貫して成長率の極大化と西側諸国の技術レベ

ルへのキャッチアップを執念としてきた。だがこうした

路線は必然的に乏しい社会資本との壁にぶつかり，結果

として！戊長の大きな波野jとジグザグコースを辿ることを

余儀なくさせてきた。

中国側とて社会資本整備や人材養成の遅れについては

深刻に認識しており，「釣り合いのとれた発展」は過去

一貸して強調されてきたス口…ガンであったが，実際は

こうした方針は守られたためしがなく，“大躍進”こそ

慣れ親しんだ路線となってきた。中国経済がなかなか均

衡成長，安定成長に馴染まない背長：には，やはり先にあ

げた rf•悶のもつ特徴と構造の特異性があるのではなかろ

うか。過去40年来，中国経済は常に不均衡のなかで成長

してきたことも，認めねばならない現実であろう。工業

化段階論より中国的不均衡成長モデルを躍論化してやる

ことが必要なのではないか。

本書は日本経済との比較を方法論としていることか

ら，日本の経験の学習が強くアピールされている。著者

は戦後の日本経済の活力の源泉は民間企業にあり，計阿

経済は非効率との信念にもとづいて，中国にf!i場的改革

の推進を訴えている。東欧諸国の市場経済への転換，さら

にそれに刺激されソ連も大HD.ts.iii場の導入に乗り出しつ

つある国際環境のなかで，否応なしに，，，同の改本のi控れ

が目立つことから， iii場改革促進の圧力が中凶にかけら

れている。しかし評者としてはさまざまな困難を抱えた

中国経済の現状において，無限定な改革促進論の立場に

批判的であり，問題を解決するうえでの説得力あるアド

バイスとはならないと思う。一般的には，，，，同経済にお

いて市場メカニズムの活用は支持されるべきであろう

が，それが働くようになる前提として，以下のような問

題点と降答がクリアーされなければなるまい。

まず中国におけるJ十画経済の非効率という議論につい

て。改革を始める1980年代以前の中｜吋の計箇j経済は，同

l＼：経済の半分しか管理していないといわれてきたが，確

かに同家計i副委員会がjJ'[接管理している物資はわずか数

百種，うち精確に計算されたものは数十稀にすぎなかっ

た（除籍橋『中国社会主義経済問題研究Jll本紙版北京

外文出版社 1980年 242ページ）。マクロ管理の紛さは

一貸したものであり，そのようなjj＇｛桜管理さえ不可能で

あったのに， iii場を導入し今度はマクロ経済に対しrm接
的符測ができると考えることに無想裂があった。このこと

は198日年代のマク口経済の泌百Lによって証明されたこと

の主張するように保険，失業対策など肌理の細かい社会

政策を導入せざるを得ない段階にある。しかしここで問

題となることは中国のマルキストがイデオ口ギー的怯儒

を捨て，そこまで合理性を徹底できるかであろう。

ill 中国の国情モデルとは

終章「中国経済と日本」は第1寧から第8主主までの総

括であり，それを踏まえた総合的な中国への提言となっ

ている。したがってこれについての評者の見解を明らか

にすることをもって全体のコメントとしたい。課題とす

べきことは中国側が強調する中闘の“国情”にあった経

済開発および工業化のモデルとは何かである。

中国経済の現状規定と政策についての箸者の見解は以

下のごとくである。

国民1人当りに還元した生産カとインフラ整備状況，

産業構造から判断すると，中岡はマクロ経済の水準で80

年，工業の分野で40～50年，それぞれ日本との格差が認

められる。近代部門のなかには日本とそう変わらぬレベ

ルのものもあるが，それは中国経済にとって限られた領

域にすぎず，「飛び地」（enclave）に他ならなかった。圧

倒的部分を市める非近代部門の立ち遅れこそ，上記の大

きな格差を生み出す背景となっている。中国において経

済の発展と技術進歩を妨げている最大の要因はインフラ

整備の巡れとマンパワーの不足に他ならず，したがって

これには膨大な資金を聖書するがゆえに，中国は高度成長

を志向するのではなく，成長を減速しでもこうした産業

基盤整備を優先すべきである。

以上のように日本経済史の専門家として，著者の主娠

のなかには明治時代以来，産業基鍛整備から始め，長い

経験と段階をへて今日に逮した日本の経験に対する確周

たる信念が感じられる。工業化にはプ口セスが必要であ

りρ段階を飛び越すことはできないという主張は確かに

正論であるが，しかしこれは現在の南北間の技術移転に

関する論争にも凡られるように，日進月歩の技術革新の

時代にあって，これ以上の両側先進諸問との技術ギャッ

プの拡大を避けるためハイテク噂入に焦り，近代化の近

道を模索している発展途上闘の悩みに答えるものではな

。、、ν
中闘は政治大国としてのプライドと他者への依存を嫌

う強いナショナリズムをもっ岡である。経済面"1:もすで

に40fF聞にわたる“社会主義的工業化”にもとづきそれ

なりの産業主主総を確立しており，たとえ効率が？尽くハイ

口ストであっても一定の生産カとt支術カを有する国でも
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である。

第2に中国の状況は日本に比べはるかに複雑である。

市場改革の是非を議論するまえに，中国においていまだ

統一市場さえ形成されていないのが現実である。 1980年

代の市場メカニズムの導入とその前提としての分権化

は，地方の経済利害関心を高めさせ，これが中国社会の

伝統的な地域アウタルキー傾向を助長することになっ

た。競争が排除され地域保護主義が流通を分断してお

り，今や中国経済は地域ごとの“諸侯経済”化に悩まさ

れているのである。市場経済化が地域主義をぶち破るこ

となく，逆に“諸侯経済”を強めるというのは皮肉であ

るが，ペレストロイカがソ連において地械と民族の分裂

を引き起こすことになったように（それが直接的な要悶

ではないにしても〕，中間においても市場改革がそうし

たコストを支払うはめにならないことを望む。

第3に，著者も指摘されているように，中国はいまだ

産業基盤整備を先行せねばならぬ段階であり，多大な資

金を要する社会資本建設のためには，政府の確聞たる産
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業政策にもとづく主導的役割が要請される状況にある。

特に中国経済は今，インフレ，エネルギー不足，産業構

造の盗み（特に，原材料不足）などさまざまな問題に直

面している。これが1980年代の改革・開放路線のっけか

奇かは議論のあるところだが，いずれにしろ90年代の中

間経済の重点は産業基盤整備，基礎産業の近代化，産業

構造調整へと移されねばならず，それゆえに80年代と異

なる投資方向の調整が必要であり，資本形成において政

府のイニシアティプがより要請されているのである。

著者は経済体制改革を促進させるため生産要素の市場

化（市場資本・金融市場の育成，税制改革，労働市場の

設立〕，さらに日本の経験にもとづき市場システムを支

えるさまざまな精微なサブシステムの導入を中国に提唱

している。これはそれなりに正しい指摘としても，同時

に改革の方向が1990年代の中間経済の課題と整合性をも

たないならば，それは現実的な説得性を失うことになろ

っ。
（アジア経済研究所経済協力調査室主任調査研究員）
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